
(2022年3月31日現在)
[1]資産

　　　　　　　　　摘要 金額

1.基本財産 18,292,544,507 円

　（1） 土地 115,837.21㎡ 4,076,896,028 円

　（2） 建物 73,814.72㎡ 9,499,540,167 円

　（3） 構築物 495,114,285 円

　（4） 機器備品 30,290点 806,986,736 円

　（5） 図書 599,590冊 3,370,105,089 円

　（6） 車両 3台 529,202 円

　（7） 建設仮勘定 43,373,000 円

2.運用財産 28,769,937,434円

　（1)  預金・現金 6,199,999,000 円

　（2)  特定資産 22,226,627,599 円

　（3)  有価証券 11,391,050 円

　（4)  未収入金 74,486,855 円

　（5)  前払金 4,314,326 円

　（6)  電話加入権 3,653,376 円

　（7)  ソフトウェア 166,690,544 円

　（8)  貸付金 41,916,384 円

　（9)  敷金 40,852,920 円

　（10) 預託金 5,380 円

[2]負債

　　　　　　　　　摘要 金額

1.固定負債 2,309,876,608円

　（1） 長期未払金 104,087,280円

　（2） 退職給与引当金 2,205,789,328円

2.流動負債 1,615,024,480円

　（1） 未払金 155,307,923円

　（2） 前受金 1,348,527,700円

　（3） 預り金 111,188,857円

Ⅰ.資産総額

　　(基本財産+運用財産)

Ⅱ.負債総額

　　(固定負債+流動負債)

Ⅲ.正味財産

　　(Ⅰ-Ⅱ)

1.重要な会計方針
 ・資産の評価は、取得価額による。
2.引当金の計上基準
 徴収不能引当金
  ・貸付金については、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
 退職給与引当金
  ・退職給与引当金の計上方法は、期末要支給額の100％を基にして、私立大学退職金財団に対する
    掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。
3.その他の重要な会計方針
 固定資産の減価償却方法
  ・定額法によることとし、残存価額を置かない備忘価額1円とする減価償却である。
 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・移動平均法に基づく原価法である。

財産目録概要

47,062,481,941 円

3,924,901,088 円

43,137,580,853 円


